高槻市長　濱田剛史　殿　

                   　        　             ２０１８年１２月３日

                     　　                   日本共産党高槻市会議員団

                         　　               大阪府会議員　宮原たけし
２０１９年度の災害関連の施策と予算への要望

　高槻市では、北部地震、台風などの自然災害が相次ぎました。北部地震は、国の被災者生活再建支援法が適用され、台風２１号では激甚災害の指定を受け、森林災害復旧事業に対する補助がつくようになりました。小中学校のブロック塀の撤去についても、国の補助も予算が組まれました。

　また、寿栄小学校のブロック塀倒壊による子どもの死亡事故について、事故調査委員会の報告書がまとめられました。さらに、北部地震での害対応についての最終報告もまとめられました。そういう中、日本共産党高槻市会議員団と宮原たけし府会議員は、災害対策について要望します。

１，災害関係の予算

  ・被災者生活再建支援法の適用が受けられた世帯や、解体世帯と認められなかった世帯についても、生活再建に向けた相談をきめ細かくすること。

　・一部損壊で修復に百万円以上かかる場合は、補助額を引き上げること。

  ・一部損壊の住宅改修の補助申請については、来年４月以降も継続すること。

　・国民健康保険、介護保険での災害減免を来年度も引き続き実施すること。

  ・民間ブロック塀撤去補助について、受けやすいようにすること。

　・大阪府の被災者生活再建支援法と同等の補助を、台風２１号の被害にも適用させることを１２月府議会で提案される。市でも１２月議会で予算措置をすること。

２，小・中学校、公共施設の老朽化対策

    　老朽化の調査をし、優先順位をつけ対策を講じること。

３，台風２１号での山林被害への対策

    激甚災害の指定を受け、森林災害復旧事業に取り組まれますが、道路や河川、民家に面している１２３ヘクタール被害面積の２割だけです。それ以外の被害山林の復旧については、国や大阪府に要望するとともに、市としても再生の計画を作成すること。
